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本橘は、本誌が社会学部二○周年記念の特災号として主として社会科会の力法上の問題をそのテーマとすることに
なったので、なるべくその趣旨に沿うようなとりあげかたをした。判例の評釈に近いが、評釈に亟点があるのではな
い。法学者の間では、判決の論旨（判旨）を解釈学的に論ずるのを「判例評釈」といっているが、そこでは、裁判官
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がある蜥件について下した判決を災定法規の解釈のしかたの当否として楡ずるのが普通である。しかし、伝統的なこ
のやりかたに対しては、法学を社会科学と考えるかぎり、方法論として問題ではないかとの批判がある。しかし、そ
うかといって、事件の「事実」と判決の決論だけを問題とし、事件の起った社会的背景や当事者または裁判官の心理
状態などを社会学的に論ずるのであれば、それはもはや、法学研究とはいえない。判例評訳はどこまでも法理論から
離れることはできない。そこで、法の論理と覗突との側にもう一つの架橘を作ることが課題だと思われる。しかし、
本稲はここでこのような大きな課題にとり組むつもりではない。ただ、就業規則という社会的規範が、どの時点で、
またどういう皿川で法規腕（庁魁一コ・§）に砿化するかという命題のとり扱い方について、上級裁判所と下級裁判所の
対応のしかたを検討するという一つのメトドロギーを試みてみたに過ぎない。
就業規則というものは不思継な制度である。それは、企業といえるほどのところではどこにでも実質上存在し、従
、
、
、
業貝の雁伽条件をすべて画一的に規定して、採川され入社した従業員に有鉦獅をいわさず適川されるしくみになってい
る。経済学的にみれば、それは企業秩序（○日目□ぬ）そのものであり、社会学的には一の「社会規範」である。それ
では、法学的には「法規範」なのであろうか。問題はそこから始まる。最初に私の見解を申しあげておこう。これに
、
、
、
対する妓一肋裁判所の解稗はまだ刑題を未解決のままに残していると。
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（１）
判決は地裁から岐一仙裁に菰るⅢ、その結論においてｊｂ班論榊成においても柧々に変化した。そこでは、就業規則の
（９】）
法的性格、その変更の法的効果、悴年制の法的》侭義など、従来、学説、判例上かなり見解の対立のある問題が論じら
れ
た
。
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一、多数の労働新を使用する近代企業においては、労働条件は、経憐上の要諦に雄づき、統一的かつ画一的に決定され、労働者
は、経衛主体が定める契約内溶の定型に従って、附従的に契約を締結せざるを得ない立場に立たされるのが突价であり、この労
働条件を定型的に定めた就莱規則は、一舐の社会的規範としての性獅を灯するだけでなく、それが合理的な労働条件を定めてい
るものであるかぎり、経徹主体と労仙利との川の労働条件は、その就業規則によるという祁爽たる伽習が成立しているものとし
て、その法的規範性が認められるに至っているものということができる。就業規則に関する労錐法の定めは、いずれも、社会的
規範たるにとどまらず、法的規範として拘束力を有するに至っている就業規則の実態に鑑み、その内溶を合理的なものとするた
めに必要な監将的規制にほかならず、このように、就築規則の合理性を保障するための措松を識じておればこそ、同法はすすん
で、就業規則のいわゆる直律的効力まで肯認しているのである。かくして、就業規則は、当該事業場内での社会的規範たるにと
どまらず、法的規範としての性衝を認められるに至っているものと解すべきであるから、当該事業場の労働者は、就業規則の存
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一ハー
る。但し停年に途した新でも業務上必要灯る場合、会社は本人の人絡、他脈及び能力等を勘案し鑑衡の上臨時又は嘱祇として新
たに採川することがある」旨の（Ⅲ）挑業規則の魏定を、「従業貝は満五○才を以て体年とする。主任以上の職にあぁ折は澗五
五才を以て停年とする。停年に達したる者は退職とする。但し（以下旧規定に同じ）……」と改め、同年四月二五日、上告人外
一名に対し、すでに満五五才の停年に達していることを唖山として、同年五月二五川付で退臓を命ずる旨の解雁通知をした。上
告人ら主任以上の職にある者については従来停年制の定めがなかったのに、今回の改訂で新たに停年燗が設けられることになる
ので、上告人は自分らには改訂就業規則の適用がないものとして、解雇の有効性を争って木訴を起した。
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布および内癖を現実に知っていると否とにかかわらず、また、これに対して個別的に同愈を与えたかどうかを問わず、当然に、
その適川を受けるものというぺきである（”謝謝薙繊鍵糊判愉｝．
一一、新たな就業規則の作成または変更によって、既得の樵利を奪い、労働者に不利益な労働条件を一方的に課することは、原
則として、許されないと解すぺきであるが、労働条件の梨合的処理、朴にその統一的かつ画一的な決定を逃前とする就業規則の
仙賀からいって、当該規則条菰が合理的なものであるかぎり、個々の労働券において、これに同意しないことを理由としてその
適用を拒否することは許されないと解すぺきであり、これに対する不服は、団体交渉等の正当な手続による改蕃にまつほかない。
そして、新たな停年川の採川のごときについても、それが労仰我にとって不利拙な変災といえるかどうかは櫛くおき、その剛を
異にするものではない（劉病郵二．ハラグラフ｝。
一一一、労働契約に定年の定がないということは、ただ脈州期川の定がないというだけのことで、労働折に対して終身派州を除隊
し
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、
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、
労働協約や就業規則に別段の規定がないかぎり、臓鮒継続の可能性があるということ以上には山でないものであって、労働者に
そ
の
局
の
既
得
樅
を
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に要求される労働の適格性が逓減するにかかわらず、給与が却って迎畑するところから、人珈の刷新、綴憐の改蕎等、企業の組
織および述燃の適正化のために行なわれるものであって、一般的にいって、不合理な制度ということはできない｛捌末麺一一．ハラ｝・
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山
と
し
て解雁する「停年解凧」制を定めたもので労基法二○条所定の解雁の制限に服十ぺきものであること、再脈州の特則が設けら
れ、呪に上倦人も引き続き胴祇として係川する旨の意思表示がなされていること、輪の那突を総合すれば、本件就莱規則条項は
決して不合珈なものということはできず、傭雑則述反ないし椛利濫川と認めることもできない｛洲懇叫ハブ）．
（反対意兄）・・…・破楽・差辰を主張
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二、多数意見が解するように、就業規則自体が法的規範で、しかも法的規範が当事者の意思いかんにかかわらず契約を支配す
るものとすれば、それが適法に変更せられた場合には、就業規則の定めるところが合理的であろうとなかろうと、契約内容は自
ら変更を余儀なくされるべき籍である。しかるに多数意見が、就業規則の一方的変更によって労働条件を不利益に変災すること
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的にこれを変皿することができないのが契約法上の大原川であり、このことは労働契約についても妥当する。かかる契約の木駈
論に照らせば、使川肴が就業規則により一方的に決定し、または変更する労例条件が、当然に、すなわち労働満の窓思いかんを
問わず、労価契約の内溶となって労働者を拘束するというような見解は肯認することはできない。
二、就業規則は、これに韮づいて個々の労仙者との間に労働契約が締結されることを予定して便川務が作成する規施であって、
そのままでは一種の社会的規範の域を出ないものであるが、これに基づいて労働契約が締結されてきたというわが国の古くから
の労肋倣行も順なる事実たる恢習に過ぎないものであり、法たる効力を有するに至ったものとは認められず、社会規範たる就業
鋭川は労働者の合意によってはじめて法規範的効力を有するに至るものと解する。
三、もっとも、前述の労働順行に照らせば、労働者が就業規則のあることを知りながら労働契約を締結したときは、就業規則
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合
には、その変更に合意したものと解するのが相当である。しかし、災談があると認められ為場合には、他川粁は典識のある労働
新に対しては、その変正をもって対抗しえないものといわなければならない。このように解するときは、災識の右無により労働
稀の間に労仙条件の統一、画一が保たれないという不都合を来ずこととなるが、その不都合は、法規範的効力のない就紫親川の
改正によって安易に事を処理しようとした使用者においてその責を負うべきものである。
（色川裁判官）
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一読して明らかなように、大法廷多数意見が就業規則に附して述べた判旨はあまり肌硴でなく、全休としてこれを
就業規則の一方的変更に伴なう具体的事例にそのまま通川するのはかなり難しいことのように思われる。
多数意見は、恐らく次のような考え方に立つものであろう。すなわち、判旨は、第一に、就業規則の法的拘束力に
（４）
ついて、従来からかなり有力な判例理論の一つとして主張されてきたいわゆる「経営権」説を捨てたこと、第二に、
就業規則の法的性格に側するいわゆる「法規（範）説」と「契約説」の対立については、雑木的には、前者の立場に
立って、その独特の「法規範説」にもとづき、就業規則に法的拘束力を認めた（釧溌圭．〈）こと、第三に、就業規則の
一方的変更による労働者の既得権の侵害を「合理性」という一般的基準に照らして濫用を防止しよう（割売謹．〈）、
とする考え方である。この一一一つの考えかたは、もともと机矛盾する要素をもっているのであるが、多数意見は、いか
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以下に主要な点を検討してみよう。
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多数意見判旨第一パラグラフの冒頭にある「多数の労働者を使用する近代企業においては」から「事実たる慣習が
成立している」までの文準は、一応、スラスラと読める。それは、近代企業における就業規則と労働契約（というよ
り現実の労伽者の就労条件）との関係を、いはぱ、社会学的に税明したものと受けとれるからである。しかし、問題
、
、
、
、
、
、
、
、
、
、
はその先にある。判旨は、「那災たる倣習が成立しているものとして、その法的釧範性が繩められるに至っている」
と
い
っ
て
い
る
。
そ
こ
で
、
こ
れ
を
続
け
て
読
む
と
、
判
旨
は
、
前
段
に
お
い
て
は
単
に
社
会
学
的
事
実
を
説
明
し
た
だ
け
で
な
く
、
む
し
ろ
、
後
段
の
「
就
業
規
則
に
は
法
的
規
範
性
が
認
め
ら
れ
る
」
と
い
う
結
論
の
一
般
的
な
皿
山
と
し
て
前
段
を
述
べ
た
、
と
い
う
こ
と
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明
ら
か
に
な
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。
判
例
文
中
の
「
事
実
た
る
慣
習
」
と
か
、
「
法
的
規
範
性
」
と
い
う
言
莱
は
、
法
律
用
語
で
、
し
か
も
、
わ
が
国
独
特の川法で（これを外囚諦に翻訳することはかなり離しい）あるため、法律の専問家以外には分り難いと思われるが、「那
尖
た
る
倣
習
」
を
噸
に
「
倣
習
」
、
「
法
的
規
範
性
一
を
法
的
効
力
と
い
い
棒
え
て
も
た
い
し
て
違
い
が
あ
る
わ
け
で
は
な
い
。
要
す
る
に
、
、
判旨は、勿仙条件が就業規則で凹一的に定められているという柧行から、》ての（色川少数愈兄はそのが枇莱規川を脂十の
か、それとも、俄習を桁すのか分らないといっている。多分前者なのであろう）法的規範性、すなわち、法的な拘束力が生ず
る
、
と
い
っ
て
い
る
の
で
あ
る
。
こ
の
点
は
、
珈
尖
た
る
倣
習
と
法
的
規
範
を
全
く
無
媒
介
に
紬
づ
つ
け
る
論
理
の
飛
剛
を
犯
し
て
い
る
として、学辮かみならず、少数意見側からも最も大きな批判を受けるところである。
学説上、「法規説」とか「法規範説」とよばれる立場には、秋々の考えかたのものが含まれる。このうち、「保謹
就業斌則の一力的変更とその法的効果
六五
就
業
規
則
の
一
方
的
変
災
と
そ
の
法
的
効
果
一ハーハ
（６）
法・授権説」と呼ばれる考えかたは、労基法九三条を根拠として明示し、いわゆる「社会自主法説」あるいは「仙習
（７）
法説」は、法例二条によって説明するのが普通である。判旨は、単にカッコ付きで「民法九二条参照」と轡いている
、
、
（８）
だけであるが、読む方はどう参照してよいのか分らない。もっとも、判』同は、就業規則に側する労離法の規制と朧将
に側する規定（八九条ないし九二条）や直律的効力に関する九一一一条の規定を、「法的規範として拘束力を有するに至っ
ている」就業規則の根拠の補独証拠としているかの如くであるが、授椛説が説いているように同法九三条がその根拠
だ
と
は
判
決
の
ど
こ
に
も
排
か
れ
て
い
な
い
。
こ
れ
は
、
も
し
、
判
旨
が
そ
の
見
解
を
と
れ
ば
、
そ
の
岐
終
結
論
と
す
る
と
こ
ろ
と
矛
盾
す
る
こ
と
に
な
る
か
ら
で
あ
ろ
う
が
、
こ
の
点
は
後
に
下
級
鞭
が
そ
の
解
釈
に
苦
し
む
と
こ
ろ
と
な
る
。
②
就
業
規
則
の
統
一
性
・
画
一
性
多数意見は就業規則の統一性ないし画一性ということを蚊調する。そして、このこと自体は組織化（・凋四巳臥の『⑦ご）
された近代企業が労務徹理上、必然的に要諦するところであって、労働者の労伽条件は合意を媒介とする労働契約で
定むくしといってみたところで、実際には、その決定について、労働者が個々に交渉（富「恩司）する余地はほとんど
な
い
の
で
あ
る
か
ら
、
就
業
規
則
で
簸
初
か
ら
統
一
的
・
画
一
的
に
決
定
さ
れ
た
も
の
を
「
異
議
な
く
」
承
知
す
る
事
実
を
認
め
ざ
る
を
得ない。しかし、問題は、多数意見判旨が、「労働条件の統一的かつ画一的な決定を建前とする就業規則の性興」から
、
、
、
個々の労働者に対する法的な拘束力を引き出そうとしているところにある（綿輝込錘一鋼溌一派藤娚娠雌噸嘉鋤し）。確か
に就業規則所定の労働条件を承知して（あるいは特に災難を述べることなく）入社した労働者は、就業則範に「個人的に
同意」していないことを理山としてその適川を拒否することは許されない」であろう。その愈味で就業規則に法的拘
束力があるということも、一応、いえるかもしれない。しかし、このことから直ちに、その就業規則が使用者によっ
て一方的に変更された場合にも、同じく法的拘束力があるという結論を引き出すのは不当である。というのは、前の
場合に就業規則所定の条件が拘束力をもつのは、私見によれば、その統一的・画一的要諦によるのではなくて、その
条
件
で
鋤
ら
く
こ
と
を
労
働
者
が
労
働
契
約
を
通
じ
て
合
意
し
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
既
定
の
労
働
が
就
業
規
則
の
改
訂
に
よ
っ
て
変
更
さ
れ
る
場
合
に
は
、
労
働
契
約
上
、
も
う
一
度
、
そ
れ
に
対
す
る
諾
否
の
意
思
決
定
の
段
階
が
存
在
す
る
の
で
あ
っ
て
、
統
一
性
、
画
一
、
、
、
、
、
性の諮要がそ』」まで無条件に談かり通るわけではない。就業規則の画一的適川と、変更された就業規則のそれとは、
あくまで区別をつけて考えなければならない問題である（峅赫儘剛繍誠締支蝿煙鑑溌誹鰹蝋溌読鵜）。多数意
見
は
就
業
規
則
の
通
常
の
適
川
と
、
こ
れ
を
一
方
的
に
変
更
し
た
場
合
と
が
、
一
応
、
次
元
の
異
な
る
問
題
で
あ
る
こ
と
を
認
め
な
が
ら
、
、
、
（読曄阯鯛説擬製孵蕩）、結局、統一性、画一性という企業の鞭笑止の要柵を砿机するの余り、これを法的な根拠
に
ま
で
高
め
て
し
ま
っ
た
。
一
方
的
変
更
に
菰
極
的
に
反
対
す
る
労
働
者
と
、
こ
れ
に
秋
極
的
に
撰
成
な
い
し
、
少
く
と
も
異
識
を
述
べ
な
い
形
で
消
極
的
に
賛
成
す
る
労
働
者
と
の
間
に
、
労
働
条
件
の
集
合
的
処
理
上
煩
わ
し
さ
が
生
ず
る
こ
と
は
確
か
で
あ
る
が
、
よ
く
考
え
て
み
る
と
、
そ
も
そ
も
就
業
条
件
に
か
な
り
叢
の
あ
る
雑
多
の
労
働
者
を
雁
伽
し
て
い
る
事
業
所
で
す
べ
て
の
従
業
員
の
労
働
条
件
が
統
一
的
・
画
一
的
で
あ
る
は
ず
は
な
く
、
ま
た
、
雑
準
こ
そ
一
律
に
几
え
て
も
、
そ
の
適
川
に
お
い
て
は
、
労
働
者
川
に
か
な
り
差
異
の
あ
る
の
が
耕
通
で
あ
り
、
さ
れ
ば
こ
そ
、
会
社
に
は
「
労
働
係
」
と
い
う
聡
務
が
存
在
す
る
の
で
あ
る
。
統
一
性
・
画
一
性
と
い
う
要
諦
、
、
に法的規範性を与えなければ企業が存立しえないほど敢要な要素とはとうてい思えない。それはせいぜい維悩内秩序
の要誌でしかないのである。
判旨の強調する統一性・画一性の要請は、すでに多数意見自体が捨て去った、かっての「経営権」説の名残りとも
みられるが、それが法規範性の必然的な根拠となりえないことは、右に述べた通りである。しかし、判旨のこの統一
就業机則の一方的変更とその法的効染
六七
「経営権説」に立つ最高裁第二小法廷判決（川一一七・七・四）をはじめ、これまでの判決の多くは、就業規則条項の「合
理性」による制約という考えかたを全く持ち合わせていなかった。本事件の数次の判決段階でも、この埜那を示して
いるのは、仮処分差戻第一審の秋田地裁大館支部判決だけである。同判決は、「経営権説」と「自主法規範説」をとり
まぜ、従来、定年制のなかったところへ新たにこれを設けるのは、使川者が一方的になしうるところとしつつ、それ
は、労働保護法の精神によって一定の「合理的」制限に服すべきもの、と判示した。しかし、結論としては、定年制
には一般的な慣行や社会通念に照らし「合理的な」根拠が存在すると判断した。多数意見の「合理性」の判断には多
分
に
右
判
旨
の
影
響
が
見
ら
れ
る
よ
う
で
あ
る
。
それはともかく、多数意見が、その余地を全く認めるところのない「経営権説」を捨てて、「合理性」に基づくチ
ある（魎鐺繩乖型。
〃
■
Ⅱ
、
グ
ー
可
可
尹
ｌ
ｒ
け
け
で
寸
尹
－
１
多数意見は判旨の中，で「合理的」という言莱を少くと●も一一一回使川している。すなわち、第一。ハラグラフでは、就業
規則が「合理的な」労働条件を定めるかぎり法的規範性が認められる、とし、また、労韮法がその内存を「合理的な
ｊｂの」とするため必要な監督的規制を加えている、という。第二パラグラフでは、就業規則の一方的変吏切ｐ当該条項
が
「
合
皿
的
な
ｊ
ｂ
の
」
で
あ
る
か
ぎ
り
、
個
々
の
労
働
打
に
拘
束
力
を
も
つ
、
と
い
う
。
こ
の
よ
う
に
、
「
合
珈
的
」
で
あ
る
と
い
う
こ
と
は
判
旨
の
重
要
な
判
断
基
準
で
あ
り
、
本
件
判
決
の
結
論
で
あ
る
五
十
五
歳
の
定
年
制
の
有
効
性
い
か
ん
も
、
結
局
、
そ
れ
が
合
理
的
で
あ
る
か
ど
う
か
の
判
断
に
か
か
る
こ
と
に
な
り
、
判
旨
は
、
そ
れ
が
「
決
し
て
不
合
理
な
も
の
と
い
う
こ
と
は
で
き
」
な
い
と
し
た
の
で
就業規則の一方的変更とその法的効果
六八
性
・
画
一
性
と
い
う
概
念
も
、
や
は
り
、
こ
の
後
の
下
級
聯
に
大
き
な
影
辮
を
及
ぼ
す
こ
と
後
に
見
る
と
お
り
で
あ
る
。
合
理
的
理
由
エックの考えかたを打出したことは、一応、評価してよいであろう。それでは、理論上はどうか。色川少数意見は、
多数意見が就業規則自体をもって法的規範であるというのならば、法的規範は当事者の意思いかんにかかわらず契約
を支配するものであるから、それが適法に変更せられた場合には、たとえ就業規則の定めるところが「合理的」であ
ろうとなかろうと、契約内群は自ら変更を余儀なくされるべきはずである、といって、法規範性と合理性によるチェ
ックは両立すべからざるものと多数意見を批判している。砿かに、法的拘束力をもつはずのものが、裁判所によって
チ
ェ
ッ
ク
さ
れ
る
の
は
お
か
し
い
と
い
う
論
議
は
成
立
っ
が
、
こ
れ
は
「
法
的
規
範
性
」
と
い
う
場
合
の
「
法
」
を
ど
う
み
る
か
し
Ｌ
か
か
、
、
、
、
、
、
る問題であり、その場合の「法」を尖定法、あるいは、それ脚休、無謬の絶対的な法の皿念として把えるかぎりで色
川
批
判
は
当
を
得
て
い
る
。
し
か
し
、
法
に
荻
づ
く
行
為
も
公
序
良
俗
Ｒ
九
○
条
）
の
ふ
る
い
に
か
か
り
、
あ
る
い
は
循
義
川
（
氏
一
条
二
）
に
よ
る
規
制
に
服
す
る
と
う
い
意
味
で
「
法
」
を
把
え
る
か
ぎ
り
は
、
法
的
規
範
性
と
介
孤
性
に
よ
る
制
限
は
両
立
し
え
な
い
と
は
必ずしもいえないのである。
な
お
、
色
川
少
数
意
見
は
「
多
数
意
兄
は
、
無
地
法
が
、
就
業
規
制
に
対
す
る
規
則
と
朧
将
に
側
す
る
定
め
を
し
て
い
る
こ
と
を
挙
げ
て、これをもって、就業規則が法的規範として拘束力を有している証左だとする」とし、「これらの規制のみをもっ
て
し
て
は
、
就
業
規
則
の
広
凡
な
内
春
を
「
合
理
的
』
な
ら
し
め
る
上
に
、
ほ
と
ん
ど
何
ほ
ど
の
力
も
な
い
」
と
評
し
て
い
る
。
多
数
意
見
が
果
し
て
、
労
難
渋
の
定
め
を
そ
の
法
的
規
範
性
の
根
拠
に
し
た
の
か
、
そ
れ
と
も
袖
批
証
拠
に
し
た
の
か
、
そ
こ
の
と
こ
ろ
は
多
数
、
、
、
、
、
、
意見の文章が、あいまい模糊とした表現であるだけに何ともいいようがない。同法九○条が使川打に就業規則作成・
変
更
に
際
し
て
労
働
者
側
の
「
意
凡
を
聴
く
」
義
務
を
女
わ
せ
て
い
る
こ
と
を
も
っ
て
、
「
そ
の
内
雰
を
合
理
的
な
も
の
と
す
る
」
た
め
の
監
督
的
規
制
だ
と
み
な
し
う
る
か
ど
う
か
、
は
「
合
理
性
」
と
い
う
言
葉
を
ど
う
と
ら
え
る
か
に
か
か
る
問
題
で
あ
る
。
就
業
規
則
の
一
方
的
変
更
と
そ
の
法
的
効
果
六九
等
の
事
実
を
総
合
比
較
す
れ
ば
決
し
て
「
不
合
理
」
な
も
の
と
い
う
こ
と
は
で
き
な
い
、
と
結
論
し
た
。
以
上
の
多
数
意
見
に
対
し
て
色
川
少
数
意
見
は
こ
れ
を
真
向
か
ら
批
判
し
弓合理的』か否かについて、これを決定する基準が一体あるのであろうか、疑問の余地なしとしない。労使の関係を見ると
特に配分の面において、相互に利害机反の鋭い対立があり、配分の問題で意見の胴違があった場合、いかなる理由でいずれの主
張を『合理的』であるとするか問題である。。…・・いわゆる経営の合理化は、使用者の立つ限り、疑もなく『合理性をもつが、労
働者にとってみれば、不合理極まる一一層の搾取なのである。本件の五五歳惇年制については、若年労働者と高年労働者との間に
と
い
う
。
そ
し
て
本
件
の
五
五
歳
と
い
う
停
年
も
「わが国産業界の実情に照らし、かつ、被上告会社の一般職櫛の労働者の停年が五○歳と定められているのとの比較搬衡から
いっても、低きに失するものとはいえない。しかも、本件就業規則条項は、同規則五五条の規定に徹すれば、停年に途したこと
に
よ
っ
て
脚
動
的
に
退
職
す
る
い
わ
ゆ
る
『
停
年
退
職
』
制
を
定
め
た
も
の
で
は
な
く
、
停
年
に
達
し
た
こ
と
を
理
由
と
し
て
解
雇
す
る
い
わ
ゆ
る
『停年解脈』制を定めたものと解すべきであり、Ⅲ条項に擁づく解雁は、労基法二○条所定の解雇の制限に服すぺきものである。
さらにＹ本件枕業規則条項には、必ずしも十分とはいえないにしても、再雇用の特則が設けられ、同条項を一律に適川すること
によって生ずる苛酷な結果を緩和する途が聞かれ、現に上告人に対しても、解廠後引続き嘱託として孫川する旨の打順川の意思
表示がなされている。：…」耐調巫ラ）
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七○
それでは、「合理性」の具体的判断避準として、多数意見は果して、どのように考えているのであろうか。
惇
年
制
が
「
不
合
理
」
な
制
度
で
あ
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
、
ま
づ
多
数
意
見
は
「およそ悴年制は、一般に、老年労働瀞にあっては当該業種又は職種に要求される労働の適格性が逓減するにかかわらず、給
与が却って通噸するところから人事の刷新・経営の改善等、企業の組織および運憶の適正化のために行なわれるものであって、
一般的にいって、不合理な制度ということはできない（麺諒ラ｝
と
い
わ
れ
て
い
る
（９）
少勤毅峰見が、労使の避木的対立から、そもそも〈、迎的かどうかの韮準はありえないこと、五五歳停年が現在の状況
で低きに失することを論じているのに対し、多数意見は諸事実の「総合考較」からこれを合理性があると論じている
ので、一脚看ばそもそも噛み合わない議論なのであるが、多数意兄の「総合的」考察なるものは、わが国産業界の実情、
会社の一般労働者の停年との比較、停年解雇に予告制度の適用があること、両雇用の約定があること、中堅幹部クラ
ス
の
諒
承
な
ど
か
ら
成
っ
て
お
り
、
そ
の
う
ち
の
ど
れ
が
決
め
手
な
の
か
分
ら
な
い
の
で
あ
る
か
ら
、
今
後
、
下
級
群
が
多
数
意
見
の
判
旨をふまえて、具体的に停年制度の合理性を判断する場合には、かなり困惑することであろう。げんに、後述の合同
タ
ク
シ
ー
事
件
で
は
、
両
事
案
の
停
年
年
齢
に
五
歳
の
開
き
が
あ
る
と
は
い
え
、
合
理
性
が
認
め
ら
れ
な
い
力
に
軍
配
を
挙
げ
て
い
る
。
側
既
得
の
椛
利
侵
害
ま
た
は
不
利
益
変
災
多数意見は「新たな就業規則の作成または変災によって労働者の既得の権利を難い、不利益な労働条件を弧するこ
と
は
原
則
と
し
て
許
さ
れ
な
い
一
と
い
う
が
、
（
例
外
と
し
て
）
当
該
条
項
が
「
合
理
的
」
で
あ
る
か
ぎ
り
許
さ
れ
る
と
い
う
。
就
業
規
則
の
一
方
的
変
災
が
と
り
わ
け
問
題
に
な
る
の
は
、
そ
れ
が
労
働
者
に
と
っ
て
従
来
よ
り
待
遇
の
低
下
と
な
る
か
ら
で
あ
っ
て
、
労
鋤
条
件の低下を仲なう就業規則改訂の有効性いかんという形で論じられてきた大きなテーマである。そこには、労伽条件
就業規則の一方的変更とその法的効果
七一
凡力の柵述があることは難実であるが、使用者が推進し、一部の労働肴がこれを歓迎するからといって、それだけで『合理性』
ありとするわけにはいくまい。五五族の停年が一般に妥当と認められていたのは、次第に過去のことになりつつあるのではない
か、肉体労仙新についてさえ停年年齢は徐々に延災される気迎にあり、符理撤にいたっては五七歳ないし六○歳をむしろ梛皿と
すべく、中小特に零細企楽においては、停年伽の般定は、級憐を却って困難ならしめるが如き小桁が醜成されつつあるので、五
五歳停年Ⅱを合理的だとする多数恋兄には難なきを得ない」
就業規則の一方的変更とその法的効果
七二
の
低
下
を
伴
な
う
就
業
規
則
の
改
正
が
何
故
に
許
さ
れ
な
い
の
か
、
と
い
う
理
論
上
の
問
題
と
、
具
体
的
事
案
に
お
け
る
変
更
後
の
待
遇
が既得権の侵害ないし不利益を課すことになるがどうか、の認定の問題が含まれている。
ま
づ
、
多
数
意
見
は
、
右
の
よ
う
に
い
っ
て
、
既
得
権
の
侵
害
や
不
利
益
変
更
が
許
さ
れ
な
い
こ
と
を
肯
定
し
た
。
し
か
し
、
「
許
さ
れない」とはどういうことか。そういう就業規則の改正自体が法的に違法ないし無効になる、というのか、それとも、
就業規則の改正としては有効であるが、個々の（反対意思を表明している）労働者には適川がない、というのか、明
ら
か
で
な
い
。
色
川
少
数
意
見
は
、
就
業
規
則
が
法
規
純
だ
と
い
う
の
な
ら
変
更
が
許
さ
れ
な
い
と
い
う
の
は
矛
盾
で
は
な
い
か
、
と
論
離
し
て
い
る
が
、
こ
の
点
は
、
す
で
に
「
合
理
性
」
の
と
こ
ろ
で
論
じ
た
問
題
と
同
一
に
柵
す
る
の
で
く
り
返
さ
な
い
。
た
だ
、
改
正
就
業
規
則
ｎ
体
が
述
法
な
い
し
無
効
と
い
う
の
で
あ
れ
ば
、
そ
の
災
定
法
上
の
根
拠
を
示
す
必
要
が
あ
ろ
う
。
「
法
規
範
説
」
の
中
に
は
、
就
業
規
則
法
規
範
で
あ
る
ゆ
え
に
（
あ
る
い
は
法
規
範
が
認
め
ら
れ
る
ゆ
え
に
）
そ
の
不
利
益
変
災
は
認
め
ら
れ
な
い
、
と
い
う
逆
か
ら
の
税
川
を
す
る
も
の
が
あ
る
が
、
こ
れ
は
全
く
納
得
で
き
な
い
論
法
で
あ
る
。
多
敬
意
兄
自
身
は
、
全
休
の
判
胃
か
ら
み
て
改
正
就
業
規
則自体を無効とみるのではなく、個々の労働》者に拘束力がない、とする論旨のように思われるが、もし、それが反対
意
思
を
表
明
し
て
い
る
労
働
者
に
つ
い
て
だ
け
拘
束
力
が
な
い
と
い
う
の
で
あ
れ
ば
、
「
契
約
説
」
の
考
え
か
た
に
立
つ
以
外
に
説
川
の
し
ょ
う
が
な
い
の
で
は
あ
る
ま
い
か
。
いずれにしても、多数意見は、既得権の侵害や不利益変更となる就業規則の変更を許されないとする原則を立てて
いるのであるが、これは、側で述べた「合理性」の要請によって消去されることになる。その理由は、川で述ぺた統
一的かつ画一的な決定を建前とする就業規則の性質からそうなると、多数意兄はいうのである。
本件についての認定では、多数意見は、倖年制は雇川を保障するものではないから、上告人に「既得権侵害の問題
を
生
ず
る
余
地
は
な
ど
と
断
定
し
た
。
た
だ
し
、
判
旨
は
終
身
雇
用
へ
の
期
待
が
既
得
椎
で
は
な
い
と
み
て
も
、
そ
れ
が
「
不
利
益
変
更」になることは肯定しているのであろう（色川少数意見参照）。
以上、多数意見が就業規則の一方的変更の法的判断について、「統一性・画一性」を根拠とする就業規則の法規範
性、就業規則変更に伴なう既得権ないし利益の侵害、および変更を肯定するに足る「合理性」の存在、という三つの
テ
ス
ト
基準を揚げたことは、今後、同一テーマをとり扱う下級霧が一」れに直接触れるかどうかはともかくとして、避けて通
ることのできない課題を課したことを意味するものであるが、すでに見たように、そこに多くの論旨の不川碓さが残
さ
れ
て
い
る
だ
け
に
、
下
級
瀞
の
対
応
の
し
か
た
が
注
目
さ
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
激（１）本件は合計六回裁判所の判断を仰いでいる。このこと間体が法祁学識以外の将にとってば不可忠離なことで遡ろう。岐
初の仮処分訴訟第一辮辮判決（秋川地錐火航支判昭三二・六・二七）では、Ⅲ規定下で定年制の定めがないことが契約内容
となっているから、本人の同意なき就業規則の変更は契約原理に隠し拘束力をもたない、として会社敗訴となった。同控訴
聯の仙台苅栽秋川支判（Ⅲ一一一二・一二・二三）は、頭弁論綱諜に暇疵があぁという班川で爪判決を蚊柵した。鑛戻瀞（秋川
地裁大航支判昭一一一五・一・二五）では、停年川は社会加念上越認されうる限り、使川新の経徹椛の作川として同意を要せず、
効力を生ずるという理由で逆松した。木訴の第一辮（秋田地判昭三七・四・一六）は、就業規則の変更によって既存の労働
契約の内容を不利益に変更する場合は労働者の同意を要する、として再び会社側を敗訴としたが、二審の仙台而裁（秋川支
判昭三九・一○・二六）は、就業規則徐使川新が経撒椛にもとづき向山に制定、変正することのできる紙憐内法規であり、
その一力的変更が労働新に不利益なものとなっても団体交渉によって解決が図られない以上、労働契約の内溶も当然に変更
を受けるとして会社側を逆転勝訴させた。
（２）学説を雛理した文献として川崎武夫「就業規則の法的挑硬」新労働法誹座八巻二四七頁以下。諦水一行「就難規則の変
叉
」
季
労
六
八
号
、
宮
励
尚
史
判
夕
一
一
三
四
’
六
号
（３）昭四一一一・一二・二五雄氏躯一一一一巻一三号三四五九頁。
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（７）末弘博士「就業規則の法律的性絡」（労働法斫究三九四頁以下）によって戦前から主張ざれ多くの支持を得ている。川
崎前掲論文二六○頁の解説参照。大法廷多数意見の法規説はこの説に拠っているようなふしもある。
（８）民法九二条を援川する学説はむしろ「契約説」である。すなわち、而井教授によれば、社会規脆（郡案たる倣習）とし
て
の
就
業
規
則
は
、
民
法
九
二
条
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
労
伽
者
が
か
か
る
仙
習
に
よ
ら
な
い
旨
を
と
く
に
表
示
し
な
い
か
ぎ
り
契
約
内
溶
として拘束力をもつと説かれている（労働協約と就業魏則八七頁）。「多数意見」は民法九二条によって「価習法」という法
的規範性を引出すものであろうか。なお、この点の推論として川口前掲論文一三頁参照。
（９）労使問の階級対立、搾取ｌ被害者の関係からみて「合理性」の概念は成立する余地がない、という色川裁判官の言われ
るところは分らないわけではないが、こういってしまったのでは、およそ階級側の対立である労働訴訟においては使川識の
権利濫用を裁判官が「合理性」Ｈ８ｍ・二匡○【８斤によって判断することはすべてナンセンスということにならないであろう
か。同裁判官が説かれるように、確かに五五歳定年が架して合理的かどうかなどを論ずることは問題であるし、誰も派しい
解等などもち合わせていないであろう。しかしだからといって合理性というテストを裁判所から放逐することはできない。
、
、
、
、
裁判規範としての「合理性」とは、各当事者にとっての「合理性」とは判断の次元が異なっており、衡平あるいは正瀧とい
う観点からの発魁であるべきだと考える。
グー、
､Ｚ照
｡
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（４）その典型として一一一弁造船王野分会鮴件躍満三小廷判昭二七・七・四品民雄六巻七号六三五頁。本件木訴第二群仙台商裁
判決（昭三九・一○・二六労民梨一五巻五号一一三七頁）にも現われている。
（５）判例評釈として木多惇亮「最高裁と就業規則論」法セミ一五六号、花見忠ジュリスト昭四三放要判例解説、宮島尚史季
労七一号、川口実「就業規則の一方的変更」法研四三号、中山和久「就業規則の作成と述川」総合労働一八九頁以下。
（６）沼田稲次郎「就業規則論」ほか、片岡昇「就業規則の法的性格と規律の限界」季労二一一号、西村信雄ほか「労働基準法
論」四○七頁、この税に対する批判として有泉「労働荻耶法」一九○頁以下、腐脇尚史判夕一一三四’六号、川口前柵論文参
杁北バス那件の妓耐靴判決が川てから現在までに、枕業規則の一方的変更が問題となった轆件として次の五つを茶
げることができる。鞭案は退職金の減額、悴年制、伍金カットというように若干迷っており、また、それぞれ複雑な
特殊覗情を含んでいるが、焦点を就業規則の変更についての栽判所の考えかたという点において共通問題として扱う
こ
と
に
し
よ
う
。
〔判旨〕
Ｈ
栗
〔事実〕
判決は、本件退職金規定は就難規則としての性格をもつこと、退職金はその定め方からみて労雌法上の興金に被ることを認定
したうえ、被告の前者の主張については、円淌退職巻以外には退職金を支払わない旨の定めば、退城金をもって労働契約の伏務
不脳行についての捌諜賠俄にあてることに州論し、労雑法一六条、二四条に述反して無効であると判示し、後粁の韮狼について
就
業
規
則
の
一
方
的
変
更
と
そ
の
法
的
効
果
七五
脱俗らは被告会社を退社したものであるが、被告が退職金規定の変更を理川に退職金を支給しないので木訴に及んだ。被告会
社には発足当時退職金の定めはなく、昭和三四年に「Ｈ三年以下の勤続年数については支給しない。口勤続四年目からは毎年度、
その総給与から賞与等を差引いた額の平均月額を川邸したものとする」雑池をｎ頭で従業員に公表した。昭和三九年一二月一一二
Ⅱに被告は翌年一月一日から適用さるべき退職金維飛として「五五歳以上の肴には勤続年数から三年を差引いた年数に一ケ月の
焚金を乗じた金額、五五歳以下で本人の都合による退臓については決定次鋪公表する」旨を定め、これが昭和四一年八月一三日
に諜而化され、全従業貝も承諾した（ただし就莱規則には記入されていない）。原告の中には昭和四○年以前と以降に退臓した
満があるが、被告は前肴については、旧規定は円満退職者以外には支払わない定めであったと主張し、後析については、五五歳
以下で本人都合の退職新には新に挑鞭が定められるまでは支給しない、と主張した。
（１）
栗
山
緒
麦
事
件 三、最高裁判決後の下級稀の対応
判旨は、旧退職金規定（就業規則）にはなかった「五狐歳以下で自己退職者には退城金を支給しない」旨の条項を
含む新規定（右条項の合法性を別にしても）えの一方的変更には「合理的理由」が認められず、また、本人の承諾もない
以上、原告らには退職金につき旧規定の適川がある、という。「合理的理川」という飛地は、大法廷多数意見によっ
たものであるが、判旨のいう「合理性」の意味は、とくに説明がなされていないので、内群も荻準としての意味も分
らない。判旨は、合理的理山のないことに加えて、本人の承諾ないことを理由としているところからみると「契約説
」的考えかたがうかがわれるが、大法廷多数意見の法規範説に従っているのか、そこのところも全く不明である。と
にかく、判旨は「合理的理由がない」の一言だけで大法廷多数意見の見解を踏襲しつつ、結論はこれと正反対とした
のである。みようによっては、本判決は、難しい論理は「多数意見」にあづけて、形の上ではこれに従い、合理性と
いう便利な言莱を使うことによって、尖衝上は「多数意凡」を無視したものと評しうるかもしれない。
（３）
何
大
阪
日
日
新
川
社
那
件
同
大
〔率実〕
〔判旨の論理〕
上侍会社の逃識金は現職岐終几の薙鵬焚金総額に勤続年数に応じた所定の併率を乗じて算定することになっていたが、昭和三
九年七几に荻木総のみに勝率を乗じてこれを算定することに改められた。被上告人はこの一方的変更は効力がないとして旧規定
による支給を訴求した。第一群の大阪伽栽（昭四一・九・一一六）、鋪二聯の大阪地栽（昭四二・三・二七）とも被上告人の洲求
を認め、木満裁判決もこれを支持した。秋北パスの最高裁判決前に出た本件の大阪地裁判」随、旧退職金規定の内漆が労働契約
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七六
は昭和四○年以降に退職した満も、昭和三九年以前の退職金規定によって退職金を受ける椛利を取得しており、昭和四○年にお
（２）
ける規定の愛吏は何ら合理的な理川が認められず、また脱化卿らがこれを承諾した立証がない、として却けた。
〔判旨の論理〕
脈聯たる地裁の判決は、既述のように、契約脱の考えかたに立つものであった。そこで、彼上告人側は、大法廷の多
数愈兄が採っている（かに見える）「法規範説」によって、変更された就業規則は個々の労働契約を修正する効力があ
るはずだとし、原審はこの点、労韮法九三条の解釈を誤っている、と主張した。従って、木審は、大法廷判決を踏ま
えたうえで、これに答えなければならないことになるが、判旨は、「法規範性」の問題については全く触れることなく、
労韮法九三条の解釈について、それが最低雑準規範としてしか機能しない、と判示するにとどまった。大法廷多数意
就業規則の一方的変更とその法的効采
七七
〔判旨〕労離法九三条は、就業規則に定める躯準に達しない労働条件を定める労仙契約を、その部分について無効とし、無効となった
部分は就業規則に定める薙地によるものと定め、この限りにおいて就業規則に個斉の労働契約を修正する効力を認めているに過
ぎないのであって、同条が就業規則の定める基準を上まわる既存の労働条件についても、これを変更する効力を認めたものと解
することはできない。そして、新たな就業規則の作成又は変更によって既存の権利を稚い。労働折に不利益な労働条件を一方的
に弧することは原則として許されず、ただ、当該規則条頃が合理的なものであぉ場合に限って、仙々の労働者の同意がなくても
これを一律に適用することができると解すべきである（蛾高裁昭四三・一一一・一一五判決）。
退職金の法的性絡を侭金と解する限り、使用瀞が退職金に閲する就業規則を変更し、従来の拙雛より低い難準を定めることを
処認し、その効力が全労鋤者に及ぶとすれば、既往の労働の対価たる災企について使川者の一力的な減額を櫛定するに熱しい結
果を招くのであって、このような就業規則の変災は、たとえ使川者に経営不振等の鞭怖があるにしても労雑法（二四条一頑本文、
二三条）の趣旨に照し、合理的なものとみることはできない。
の内存となっており、それによる鵬準が変災された就業規則の規定のそれを上廻っている場合には》使川者の一方的行為によっ
て作成変災される就業規則はこれに変皿を加える効力を有しない、というものであった。
就業規則の一方的変更とその法的効果
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兇の判旨から推論すれば（同意凡は明言していない）、伺条は、既存の労働条件が変叉された就業規則所定の基準を上廻
る
場
合
に
も
、
こ
れ
を
変
更
す
る
効
力
を
認
め
る
根
拠
に
な
り
そ
う
に
見
え
る
が
、
こ
の
点
判
旨
は
当
ら
ず
触
ら
ず
の
態
度
を
と
っ
た
。
判
旨
は
続
い
て
、
大
法
廷
多
数
意
見
の
、
就
業
規
則
変
更
に
よ
る
「
不
利
益
変
災
」
の
原
則
的
禁
止
、
お
よ
び
、
「
合
理
性
」
に
よ
る
例
外（既述の我多数意見第二パラグラフ）の部分を引川したうえ、本件退職金の基準変更は、既得の権利の侵害で不利益変
更であり、かつ、変更に合理的理山が栂められない、とⅦ示したのである。従って、本ケースは「多数意兄」の第二
パラグラフの基地の適用例といってよいであろう（ただし結論は蛾繭裁と逆で諭求を認めた）。本件判旨が、「多数意見」
以
上
の
こ
と
を
述
ぺ
て
い
る
の
は
、
「
仇
川
澗
の
経
悩
不
振
等
の
珈
怖
」
は
労
避
法
の
趣
旨
か
ら
み
て
、
変
災
の
合
理
的
理
山
と
認
め
る
ことができない、としているところである。また、組合が変更に何らかの形で反対の意思を表示している場合には、
労
働
者
個
人
と
し
て
も
変
更
に
同
意
し
た
も
の
と
は
細
め
ら
れ
な
い
と
認
定
（
脈
辮
の
支
持
で
あ
る
が
）
し
て
い
る
点
も
、
契
約
意
思
の
解
釈方法として注目十ぺきことである、熱岬迩尉乢永露嘩鋤錘卵起“吋札証辨蝿赫巍釧）。
（５）
ロ
ム
ロ
同
タ
ク
シ
ー
珈
件
曰
合
〔事実〕
〔判旨〕
脈告は被告会社のタクシー巡裾手として昭和三五年以来被告に爪用されていたが、就莱規則によれば定年は五五歳であった。
被告は昭和四一年一一月三日就業規則を改訂し、定年を五○歳と変更、これにより同四三年十月玉川に原告に予告したうえ、同
二Ⅱ七日をもって退職の取扱をした。原告は雇用関係が存在することの確認を求めた。判決は右請求を認容。
労働者と使川者との間の労働条件は、基本的には個々の労働者と使用者との合意による個別的な労働契約により決せられるも
のであり、その契約内容は、脈別として当時満間において机平方の同窓なく一方的に変更することは許されない。就業規則は、
〔判旨の論理〕
秋北パス事件と同じく定年年齢の引下げが問題となったものであるが、大法廷多数意見とはかなり異なった見解に
就業規則の一方的変史とその法的効果
七
九
必をⅢミド|：存するでＪ二紫めがで予約ずら化緋,1細鯉溌鮒臓典雅鮭ｊｉＷｌＩ１を］「おす側、ともいいの的右、れ容ろ、労が鰍!：ii#鰯'く1.ヌlHMlg尻砧で辮万しか例合と、しそ；意まＩｌｌｉとこるる就こを的てら外は征就反の原思たをきとか労業と拘仁瀦臘li蝿繍鰈騒郷：瓦鰄僻ｌｉお歳労とる則態に昭を更るた労労件は、るま、に倒し新が忠つ和しにｌこる使使に多当もた合変考てた労表い四た災韮’１（ＩＭ１１１Ｉ１つ数然のは丑'１叉を許な働示てこと競る；iりにでいのにで変蜘搬蝋椛騨ii鮒'哺鵬繊郷理こすｻﾞ釧意たの月らいで法て契一者規・る山とる、１１１１忠（》意下れとあlMj労約的を!(１１労《）がは効（）のいの向句るきるll1働左か便が（liiの:illi謝朏鵠興＃は獺(ｻﾞ繍是’織爵と考有ら７ｋをうし他はこ難しば十型る新法つlよのすおたＩＭＩベ善の、れ帆て就る的企を第てiiililミ鵬\〈鶚縦郷鰯繩謹陛斑らのノｉｔま史、しを組な働一さ則し準おす条ｌｌＩｌｌ#Mi鮪'ｷii1j鰍ii鰍ili雑鑑￥liIさｒいを判変こ艇つれと純のににる、め、的就のo1iilili離鵬縦Ｗ郷Ｉｉ端戦l1iiill鮒不四かよが件る、労とまて、lド蝋の者Ｉｌｌｉｌ(１１に利三かつ認就か監働すたい尖lilIでがをの払益・るてめ乗ら瀞契るはるた所あ多認内づな一就労ら蜆、瑠約こ変とる定つ数め容〈労二難（助れ川原にのと吏解Ｉｌｌのてのらをこ側・規新るは告対内に‐)￣す習労、側れ下と条二ｌ(リのにｌｊｌ〔はしjfi:合るるが働こ別る廻を（!'：近の既至告、、と窓ここ存条れ的にる婆篝繍蕊ii織職iii!；M1Ⅶゼリ:胸鰯雛繩泳らにる労見れも作労れて鋤しの契処ナろ例かつ条例解なつ成（助る、薪て内約理る労宥rPri者にいて手粁が労の妨存がすこ(''i`）被熟鴛陪。繊鮒鮒艦鴬鮪鮒鱗'1'1ilil1t緬糊糀艸Ⅲ瀧鯏ｗ繩：閃鯉ゼiiliぞ鰍皀鍬鰍上停ナＩＩ１ｊ、容訴とれかはし通と（ＩＨＩ・否かの年る条庇とえＩよに就じな術が災定わ
判旨が、就業規則は労伽契約の内券となる労働条件の「統一的かつ定型的な」雅巡を定めたもので、労働契約の締
結に際して、そこで画一的に定められた労働条件が労働の契統の内容となるのが通常だ、として、このことから、
「労使Ⅲにおいて労働条件は就業規則によるとの戦災たる倣習が存在する」とみている点は、「多数意見」そのまま
である。ところが判旨は、続いて「多数意見」が右のところから一足飛びにその法規範性を引き出しているのに対し
て、これを批判し、「右のごとき事実たる倣習は、法的規範として承認されるに至っていると解することはでき」な
い、という。判旨は、また「労払法九三条から当然に就業規則が労働者を拘束する法的規範性を認められるに至って
いると解することはできない」として、いわゆる「法規価・授権説」の立場をとることも否定し（》繊麺認砒塾、結局、
「労働者の合意によってはじめて法的規範性を布するに護る」という。判旨はこのように「法的規雌性」という言莱
を使っているのであるから、厳密には、いわゆる「契約説」ではないし、また、「少数意見」に識するものともいえ
ないが、労働者が就業規則の変更に対して、これによらない旨の意思表示をした場合には、新たな就業規則は労働契
約の内容にならず、労働者を拘束しない、とみるのであるから、就業規則に「法的規範性」があるかどうかというこ
と
は
、
尖
は
判
旨
に
と
っ
て
は
ど
う
で
も
よ
い
論
議
な
の
で
あ
る
。
む
し
ろ
、
実
質
的
に
は
「
契
約
説
」
の
立
場
に
立
っ
て
い
る
と
い
え
もっとも、本件において、被告側が大法廷の多数意見を援用して、就業規則が法規範としての効力をもっと主張し
て
い
る
と
こ
ろ
か
ら
、
判
旨
も
こ
れ
に
答
え
て
「
仮
に
法
的
規
範
性
」
を
認
め
る
見
解
に
立
つ
と
し
て
も
、
停
年
五
五
歳
か
ら
五
○
歳
に
変更することは「労働者の既得の権利を奪い、不利益な労働条件であることは」明らかだとして、多数意見の凧則に
立つ判決である。
る
で
あ
ろ
う
。
就業規則の一方的変更とその法的効采
八○
拠りこれを却けている。また、変更の合理性の有無についても、運転手が五○歳をこえたからといって適性が減退し
た
り
、
事
故
率
が
商
ま
る
と
い
え
な
い
こ
と
、
わ
が
国
の
定
年
は
一
般
に
五
五
歳
と
さ
れ
て
い
る
こ
と
、
地
区
の
同
業
タ
ク
シ
ー
業
の
大
勢
も
五
○
歳
定
年
制
を
と
っ
て
い
な
い
こ
と
、
か
ら
み
て
、
被
告
の
経
憐
上
の
必
要
性
を
老
脳
し
て
も
合
理
的
な
理
由
が
あ
る
と
は
認
め
ら
れ
な
い
、
と
判
断
し
て
い
る
。
こ
の
後
者
の
認
定
は
、
秋
北
バ
ス
事
件
の
「
多
数
意
見
」
の
結
論
に
対
比
し
て
注
目
を
ひ
く
と
こ
ろ
で
、
、
、
、
ある。｝」のように、判旨は、一応、「多数愈兄」の顔を立ててはいるが、現在までの判決の中では、「多数意見」に対
し
て
舷
も
厳
し
い
姿
勢
を
と
っ
た
も
の
と
み
る
こ
と
が
で
き
よ
う
。
（６）
凶
中
村
産
業
学
園
事
件
個
中
〔甑実〕
〔判旨〕
被巾誠学剛では就業規則に教授の定年を洲六○歳とし、その後は学剛健の許可により継続勤務できる旨を定めていた。巾諦人
ら
は
当
時
す
で
に
七
○
歳
を
こ
え
て
い
た
と
こ
ろ
か
ら
、
こ
れ
と
か
か
わ
り
な
く
昭
和
四
三
年
八
月
学
園
と
の
間
に
今
後
五
年
間
大
学
教
授
と
し
て
の
身分を係隙する旨の特約を結び、被巾諭人経悩の九州産業大学の教授として勤務していた。ところが、学剛は昭和四五年一一月、
労
挑
法
所
定
の
手
続
を
緋
て
規
則
を
改
正
、
定
年
を
六
六
歳
と
し
、
定
年
後
の
継
続
価
川
を
七
○
歳
ま
で
と
定
め
、
十
で
に
こ
れ
を
超
え
て
い
る
巾
細
人らを昭和四六年三〃末Ⅱをもって定年巡賊として扱った。叩誠人らはこれを不服とし、労働契約上の椛利を右する地位を定め
る仮処分を申請した。
判旨は、巾制人らがⅢ就業規則の定めと異なる定年制の特約を結んでいることを認め、労蕊法九三条は、一般規定より狗利な
特約がなされている場合は、原則として、一般規定の変更は、特約の効力について影響を及ぼさないと解して申請を認容した。
新たな就業規則の作成または変更によって、労働者の既得の権利と奪い、労働者に不利な労働条件を一方的に課することとな
》⑨場合であっても、当談規則条項が〈回理的なものである限り、佃狩の労仙満において、その適川を拒むことは許されないとの兄
就業規則の一方的変更とその法的効采
一八一
判
旨
は
、
ま
づ
、
労
韮
法
九
三
条
が
就
業
規
則
所
定
の
雑
準
を
超
え
る
特
約
を
無
効
な
ら
し
め
る
と
は
解
し
え
な
い
と
い
う
。
こ
れ
は
、
前掲目覗件の大阪荷裁判決と同旨の見解である。ただし、それから先の論旨は伺闘裁判旨と違う。問裁判旨は、労
基法九三条の右の解釈が、法規範説をとる大法廷多数意見と矛府する点に気づかず、右の解釈を述べた後で、「そし
て
」
と
い
っ
て
、
以
下
に
直
ち
に
「
多
数
意
見
」
の
第
二
パ
ラ
グ
ラ
フ
の
原
則
を
も
っ
て
き
て
い
る
。
本
件
判
旨
は
、
さ
す
が
に
こ
の
点
を意識して、「多数意見」の見解は、労働条件の災合的処理、特に統一的几つ画一的決定の必要上……就業規則の法
的規範性を認めようとするものであるが、就業規則の変災によって、労働者の既得の椛利を奪い、労働者に不利な労
を問題とした。
就
業
規
則
を
制
定
し
た
時
点
で
す
で
に
当
人
が
定
年
に
達
し
て
い
る
、
と
い
う
点
で
、
平
案
は
、
秋
北
パ
ス
小
件
に
似
て
い
る
。
途
う
のは、本件では就業肌則の定めにもかかわらず、当人が特約によってより有利な条件を得ていた点である。判旨はそ
れ
が
当
人
の
労
働
契
約
の
内
癖
と
な
っ
て
い
る
こ
と
を
認
め
た
う
え
で
、
就
業
机
則
の
一
方
的
変
更
に
よ
る
引
下
げ
が
で
き
る
か
ど
う
か
〔判旨の論理〕 就業規則の一方的変災とその法的効采
『ハニ
解もあるであろう（蛾商裁昭四三・一二・二五判決参熱）。そして、この見解は、労働者の労働条件の難合的処理、特に統一的
肌っ画一的決定の必婆上、他川澗と労働打との川の労働条件は使川新の定める枕莱規則によるという小尖た為仙習が成立してい
ることを前提に就業規則の法的規範性を認めようとするものと群される。
しかし、労働条件の蝿合的処理の要諦も、使川打と労働新川での就業規則の定めと異なる個別的な労伽条件についての契約
（特約）の締結を否定するものではないから、労働条件について当小新川に就難規則の定めと異なる労働打に打利な特約が存し、
しかも、その特約によって、少なくとも当該の労働条件については就業規則によらないことの意思が窺知される場合には、当然、
前記の兄解は、その杣促を欠くものとして妥当しない。
勘条件を一方的に課することになる場合であっても、当該条頂が合理的なものであるかぎり拘束力があるとの判情は
（跡洲綴蝋顎帷翻醗識鵠川諦露耀）、特約が存し、その特約によって、就業規則によらないことの意思が推測さ
れ
る
場
合
に
は
、
「
そ
の
前
提
を
欠
く
も
の
と
し
て
」
妥
当
し
な
い
、
と
判
示
し
て
い
る
。
す
か
わ
ち
、
判
后
は
、
就
業
規
則
の
法
規
範
性
や
「
合
理
性
」
の
要
請
も
、
就
業
規
則
所
定
の
基
準
を
上
廻
る
特
約
を
変
更
し
う
る
根
拠
に
な
ら
な
い
こ
と
を
、
労
基
法
九
三
条
を
根
拠
に
説
い
た
も
の
で
あ
る
。
こ
の
橘
岡
地
裁
小
倉
支
部
は
、
さ
き
に
挙
げ
た
口
事
件
で
契
約
説
的
考
え
か
た
を
も
っ
て
大
法
廷
多
数
意
見
を批判したが、この琳件でも〈訟鍬峨糀型、多数意兄の原則に飯大な疑問のあることを提示した。判旨は右に述べたよ
うに、問題を専ら労基法九三条の解釈論としてさばいているが、法規範説の根跡は全くなく、実質的にはむしろ「契
約説」の立場とみるぺきであろう。判旨がもし、「法規範説」によって「合理性」の雑姻を過川したとしたならば、
す
で
に
七
三
歳
に
達
し
て
い
る
巾
訓
人
ら
に
あ
ま
り
歩
が
な
か
っ
た
と
思
わ
れ
る
か
ら
で
あ
る
。
ノー、
判
旨
(＿ノ
〔妾〕
（７）
図五ｍｎ本検数協〈声事件
被つ規行
告たｊ１ｌｊな被
仁のおわ〈'；
凧でよな’ｌ
Ｎｉ、びい本
さD;（給取検
れイキ』７．扱数
てら＃』い協
いは定を会
る右をしで
第改改ては
一打打き従
群就一J・に来
の業るが、
原＃1こ、ｉｆ
告ｌｌｌＩとＷ｛金
一のとＴ１Ｉｉｉｌ・
○無捉llq卯１１１１効案二上
妬をし《1：、
に主、五ナ
対リR；１１ハペ
しし今ｉＹて
て、の金の
謝搾反制従
求除対度業
を分にを１１
認のか時に
め文か’''１対
、払わ給し
政とら制て
訂訴γに退
役求、変脚l
hkElii1W』ｉｉ
ｌＭｏ六、退
さ判月遅欠
ｵＬｉハ一刻へ
たはⅡ、勤
第、か」i１．組
二原ら辿イヤ
群イ1F実輔体
のの施（こを
1j;（Ｉｌｌしつ含
俗、､いむ
=iH脚癖
`ｆｌ業ら金｝こ
に規の減つ
つⅡリｉＹ額い
いの金をて
て政力行ｊＹ
は汀ツう金
乘以卜扁力
却Ｉ１Ｉ１を、シ
しか行就卜
たらな業を
判』川は、被小川と第一群の原併との側には枕業規則改正前において、遅刻、早退、欠勤の岬〈、に伎金を独除しないという合意が
就
業
規
則
の
一
方
的
変
災
と
そ
の
法
的
効
果
八三
（９）
（Ⅲ）
これは凝近、異色の判決である。この見解は、就業規則二分説と切りいうべき考えかたで、就業規則の内糯を労働肴
の
就
業
に
当
た
っ
て
の
「
行
為
堆
則
」
お
よ
び
、
賃
金
等
の
雑
木
的
労
働
条
件
に
関
す
る
部
分
の
二
つ
に
分
類
し
、
前
者
に
は
、
そ
の
合
意
の
有
無
に
か
か
わ
ら
ず
就
業
規
則
の
効
力
が
そ
の
ま
ま
及
ぶ
が
、
後
者
は
、
一
た
ん
合
意
さ
れ
て
契
約
内
容
と
な
っ
た
以
上
、
そ
の
合
意がなければ就業規則変災の効力は及ばない、と解するものである。
（皿）
こ
の
見
解
を
と
る
先
例
は
か
な
Ⅱ
／
古
く
か
ら
あ
る
が
、
そ
の
後
、
「
経
営
椛
説
」
が
優
勢
に
な
っ
て
以
来
、
判
例
上
は
影
を
ひ
そ
め
て
いた。本件判旨はこの立場を再現したものであるが、前者については「法規範説」により、後者については「契約説」
の老えかで説明を加え、大法廷多数意見の見解は、前者については妥当するが、それは定年制という、ぼんらい「腿
で
き
な
い
。
そ
（
〔判旨の騰理〕
これは凝近、
でれは焼るとか者る成
きて当ｌ１ｌＩ率ならの労か立
珊鵬H1：必鰄；ﾋｾﾞ鮴懸鯛裡断就$蝋燃辮輔ｉｉにと接の者・者契就次契巴驍繼鯆繊ili鯛閥業以と改介多者雰仁に容変１１Ｊ上ず廃令くにを法）|リと吏則、るす権就対変規示な鎧と他もるの梁す更範しつのは１１１のこ範＃1るす的てた法'1|塗ii鵬鰄郷卿、ノｊｒのきも｜仙令を認認外し仙的よ、のﾗﾊﾞ・の認め定
々にうそでの機め、し#脇難雛瓜繋窓
継鮒幽い＃’二
の就約効、た｡；の方
''１業の力そつ近；変的
意規要はのて代労更な
をll1j米全変の企Ｉｌｊｉが就
得にと労災行楽契従業
際＄燃維鰍謝
れてノバに］Ｌ１Ｉ１ｌ(lｌい、労の
ぱ、水及的とてｌｉｌｌｌｌｌ１ｌ変
なそ的ぶなしは)１１条更
らのツノ・もて、者件に
な内側この川こにのよ
い容条れで淀の労荻つ
゜をド|：にあさ１月務ｉｉｉ！て
ツナに反るｊＩＬｉｌ【のを既
倒つし限る命１１１リＩ存
者いてり゜令１１１きの
のて、、こ樵な上雇
不は賃使のは使げ用
利、金ノ１１よiIlli）'１る契
益そ支祈う一をも約
に札払はな的委のの
ｌｆ雌二胤繊Ｘ農&
す上関力条型もれを
るんす的（'|：的のぱ変
こ合るにｉこなで、更
と；uヒエ|ギルヒＩＭＩもあ労で
はざ項業一)・のる鋤き
水的労働条件」とみるべからざる鞭梁に側する判断に外ならず、貸金を問題とする本件には適川の余地なきものとし
た。従って、判旨のいう「雑木的労働条件」以外の部分についての論及は傍論として述べたのかもしれないが、段高
裁
多
数
意
見
が
就
業
規
則
を
二
つ
の
部
分
に
分
け
る
こ
と
な
く
、
一
律
に
原
則
の
適
川
あ
り
と
み
る
以
上
よ
う
で
あ
る
か
ら
、
判
旨
と
し
ても就業規則の性格論に及ばざるを得なかったのであろう。就業規則を法規範として把えた部分について、本件判旨
が
「
多
数
意
見
」
以
上
に
附
言
し
て
い
る
こ
と
は
、
一
つ
は
、
就
業
規
則
の
法
規
範
的
効
力
と
し
て
労
拙
法
九
三
条
を
明
示
し
て
い
る
こ
と（箪鰯蛎鴎雛ゆゅ｝であり、もう一つは、仇川考の「指抑命令権」という概念を仇川していることである。後者は、
「多数意見」のいう「統一性・両一性」の原則をよりハッキリと仙川者の裁飲椎として表明したものといえるであろう。
本
件
判
旨
は
、
右
に
兄
た
よ
う
に
、
こ
れ
ま
で
に
挙
げ
た
五
つ
の
ケ
ー
ス
の
中
で
は
、
就
業
規
則
の
法
的
性
格
に
側
す
る
大
法
廷
多
数
意
見
の
「
法
規
範
説
」
を
最
も
忠
実
に
路
襲
し
た
も
の
で
あ
る
が
、
他
方
で
は
、
こ
の
論
旨
は
「
基
本
的
労
働
条
件
」
に
は
全
く
及
ば
な
い
と
み
る
こ
と
によって、結果的には、「多数意見」の適川の余地を箸るしく限定したものである。本件判旨の論旨か
らすれば、「多数意見」は前掲口陶の定年制のケースでは適川の余地があるが、Ｈｑの退職金のケースには適川がな
い
、
と
い
う
結
論
に
な
る
で
あ
ろ
う
。
注（１）岡山地裁玉川文判川四四・九・一一六判クニ四三サ、判時五九二Ｂ・
（２）この訴訟で被告側が大法廷の判決にもかかわらず、本件就業規則を変更するについての「合理的」理由を主張しなかっ
たのは訴訟法上致命的であった。
（３）大阪高判昭四五・五・二八判タ一一五二号。
（４）労民梨一八巻二号二二八頁。
（５）福岡地裁小倉支判昭四五・一二・八判クニ五七号。
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八五
秋北パス＃我大法廷の多数意見に対しては、学考から「支離滅裂」「きわめてずさんでお粗末な加鍾「従来の
（２）
学説をミックスした雑炊のようなものなど酷評を受けているが、何よりも問題なのは、すでに述べたところから明ら一
か
な
よ
う
に
、
そ
れ
が
判
例
理
論
と
し
て
の
明
確
さ
を
欠
く
こ
と
で
あ
る
。
も
ち
ろ
ん
、
就
業
規
則
の
法
的
性
格
は
こ
れ
を
め
ぐ
っ
て
労
働法上殿も見解の分れるところであり、これににわかに明快な論旨を示せといっても無理な注文であろうし、従前の
最高裁の所説である「経営権説」を説くのであれば明快ではあっても今日ほとんど説得性をもつまい。少数意見のよ
うに「契約説」をとってしまえば、論理的には比較的明快であるが、多数意見としては、労使関係において、一度、
労働条件が決まった以上は、その変更に労働者が反対しているかぎり、使川者はこれを永久に変えることができない
、
、
、
、
、
、
（ように見える）「契約説」の論理的帰結にしゅんじゆんを感ずるのであろう。実定法の規定も、また、その立法趣旨
（９）本件の評釈について拙稿ジュリスト五○四号参照。
（、）学説としての就業規則（躯拠）二分説については、有泉教授がその論拠を詳しく示された（労働払鍬法一九一画以下）。
本判決はほとんど教授の説をそのまま踏襲したものである。
（、）理研発条鋼業事件東京地判昭二五・七・三一労民染一巻追録一一一二四頁。
就業規則の一方的変更とその法的効果
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（６）禰岡地裁小介支決昭四六・八・三判クニ七○号。
（７）東京地裁昭四六・九・一三判クニ七○号。
（８）本訴が提起された時点（昭四三・二・九）では、まだ秋北パス事件の最商裁判決は川ていなかった。訴訟の途中で右判
決が出たので、労使の争点は「合理性」の有無の問題に重心を移したという。旬報別冊七九八・九号の解説（内藤・岡村）
による。
四
、
結
語
しかし、雌胸裁の判旨が、ある意味で下級稀の判断に対して拘束力をもつことを考えるとき、その論旨は何よりも
肌確で、論拠のハツキリしたものでなければならないと思う。ところが、大法廷多数意見の判旨は、どこか結論が先
に
川
て
い
る
よ
う
な
感
じ
で
、
そ
の
理
由
づ
け
は
い
か
に
も
弁
解
が
ま
し
く
、
か
ん
じ
ん
の
法
規
範
的
効
力
の
根
拠
に
つ
い
て
は
、
誰
が
みても論迎の飛躍としかいいようのない単純、かつ、不明硴な論旨であり、それ自体は正当なことをいっている判旨
第二パラグラフも、第一パラグラフとの関係が明白でない。しかも、判決文全休が日本文にありがちなズラズラ調で
書かれているため一体、その重点がどこにあるのかさえ分らない。これでは、本稿三でとりあげた諸判決が多数意見
の意味をはかりかねてこれをさまざまに解釈したのも無理のない話である。下級群がこれにどういうアティテュード
を示したかは以上に論じたとおりである。興味のあることは、五つの事件全部を通じて、大法廷の結論とは迷い、就
業規則の変更の適用を争う原告側を勝訴させている点である。判決の中には、大法廷多数意見と迷った立場をとった
、
、
、
ものもあるが、大体それを蹄興したと思われるものでも、これをかなり割引きしている。木穂は、》」れらの識判決そ
のものの評釈を目的としたものではないから、一つ一つをとりあげて按否の結論を述べることはしなかった。洲判決
の大法廷多数意見に対する対応のしかたの中に、それに対する無言の批判がこめられていることを折摘して蛾をおく。
注（１）木多前掲碕文三九頁。
（２）川口前掲鵠文一三頁。
得
な
い
こ
と
か
も
し
れ
な
い
。
もあまり明確でないところから、「多数意見」が当りさわりのない「雑炊的」見解を提示したのは、ある程度、やむを
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